第５回大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議議事録
平成２７年９月９日　水曜　１０：００～１２：００
於：大阪府公館　大サロン
司　会

　それでは、お時間になりましたので、ただいまから第５回大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議を開催させていただきます。
　私は、本日の司会を務めさせていただきます大阪府府民文化部都市魅力創造局企画・観光課の浅田でございます。よろしくお願いいたします。

　初めに、現在、福島会長、佐藤委員、角倉委員、高橋委員、田中委員の５名の委員にご出席をいただいておりますので、調査検討会議規則第４条第２項の規定により本日の会議は成立しておりますことをご報告申し上げます。

　なお、武内委員におかれましては、本日、交通事情の関係でやむなくご欠席ということでございます。

　次に、会議資料の確認をさせていただきたいと思います。
　まず、本日の会議の次第がＡ４縦で１枚、委員名簿がＡ４縦で１枚、資料としましてＡ４縦で１部、以上、３種類の資料をお配りいたしております。
配付資料は以上のとおりでございますが、不足などはございませんでしょうか。
それでは、早速ではございますが、議事のほうに移らせていただきたいと存じます。
ここからの議事の進行につきまして、福島会長にお願いをいたしたいと思います。よろしくお願いします。

福島会長
　皆さん、おはようございます。福島でございます。

　それでは、ただいまから議事進行をさせていただきます。

　本日は、これまで４回にわたりまして検討を重ねてまいりましたが、これを踏まえまして、現時点での中間とりまとめを行いたいと思いますので、何とぞよろしくお願いしたいと思います。

　今日のこの会の進め方でありますが、最初にお手元の資料の中間とりまとめ（案）につきまして、これは全体を一括して事務局のほうからまずご説明していただきたいと思います。その後、少しボリュームがありますので、項目ごとにまとめて議論をしていただければと思っています。

　まず、「１　はじめに」から「３の現状と課題」を１つ目として、それから次に、４つ目の「施策の方向性」と「５の対応策及び役割分担」、これを２つ目のブロックということで、最後に「６の事業例・事業規模イメージ」から「８の検討の総括」、これを３つ目としまして、順次意見交換をさせていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

　それでは、早速事務局のほうからご説明をお願いいたします。

事務局：大河内参事
　おはようございます。大阪府企画・観光課の大河内でございます。では、座ってご説明をさせていただきます。
　それでは、少しお時間を頂戴いたしまして、中間とりまとめ（案）につきましてご説明をさせていただきたいと思います。お手元の「中間とりまとめ（案）」について、１ページめくっていただきまして、目次をごらんいただきたいと思います。

　まず、「中間とりまとめ（案）」の構成でございますが、これまで第１回から第４回検討会議を開催いただきまして、その中で議題として上げさせていただいたものをほぼ時系列順に並べるような形の構成とさせていただいております。

　「１　はじめに」がございまして、「２　大阪の観光の現状」、「３　大阪の観光振興にかかる現状と課題」、「４　大阪の観光振興にかかる施策の方向性」、「５　大阪の観光振興にかかる対応策及び役割分担」、「６　大阪の観光振興にかかる事業例・事業規模イメージ」、「７　事業の実施に必要な財源確保のあり方」、「８　これまでの検討の総括」。「参考」といたしまして検討会議についてということで、委員名簿、関係条例等、開催実績、今後の開催予定という形で記載をさせていただいております。

　それでは、１ページでございます。

　「はじめに」でございますが、少しここの文章を読ませていただきます。

　「近年の円安傾向、ＬＣＣをはじめとする航空便の増便、査証免除や要件緩和などに加え、日本の歴史、伝統文化や食文化に対する評価の高まりなどから、訪日外国人旅行者が増加の一途をたどり、昨年は過去最高の1,341万人を記録しました。

　その勢いは今年に入ってますます増し、政府観光局が発表した１月から６月の上半期の訪日外客数は、前年同期比46％増の約914万人となっており、年間では約1,800万人以上になるのではと予測がされています。

　大阪においても、昨年は約376万人もの外国人旅行者が来阪し、本年に入っても全国の伸び率以上に増加の一途を辿っています。上半期の推計値では既に昨年実績の376万に迫る約320万人に達しており、年間では500万人を超える勢いとなっています。
　今後も、2019年のラグビーワールドカップ、2020年の東京オリンピック・パラリンピック、2021年のワールドマスターズゲームなど、さまざまな国際的イベントを踏まえ、ますます観光客は増加するものと予想されており、こうした急増する観光客に対する受入環境整備などの対応は喫緊の課題であるという認識のもと、本年５月に大阪府環境客受入環境整備の推進に関する調査検討会議が設置されたところです。

　本検討会議では、これまで５回にわたり会議を開催し、大阪の観光の現状を踏まえた上で、受入環境の整備に関する課題分析や、広域自治体として課題に対応するための施策の柱や方向性について議論を行いました。さらに、こうした議論をもとに、必要な議論をもとに、必要な施策イメージや事業規模のシミュレーション、事業の実施に必要な財源確保のあり方など、これまで検討を重ねてきた内容について、中間とりまとめを行いました」という形で整理をさせていただいております。

　次のページをお開き願います。

　２ページでございますが、「２　大阪の観光の現状①」といたしまして、「（１）急増する観光客の状況」ということで、訪日・来阪外客者数の推移、関西国際空港外国人入国者数の推移というグラフを資料に貼付いたしております。説明書きといたしましては、近年、大阪における観光客、特に外国人観光客が急増していますということから始まりまして、訪日外客数が非常にこれまで伸びてきている、特に今年度の異常な高い伸びを示しているという説明書きをいたしております。さらに、関西の玄関口であります関西国際空港におきましても、ＬＣＣの就航便の増加などで外国人入国者が年々増加しておりまして、昨年、今年度と非常に高い伸び率を示しているということを説明書きに記載しております。

　最後のセンテンスでございますが、訪日客の消費単価におきましても、2013年度３万8,665円から2014年度５万1,989円というふうに増加しておりまして、大阪の経済にも大きな波及効果をもたらしているということを述べさせていただいております。

　３ページでございます。

　「大阪の観光の現状②」といたしまして、グラフとして主要都道府県別外国人旅行者数訪問率の推移、主要都道府県別外国人延べ宿泊者数の推移、大阪における国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数構成比ということで記載をさせていただいております。
　説明につきましては、今申し上げましたとおり外国人旅行者の訪問率も東京都に次いで２番目ということで、全体の約３割の外国人旅行者が大阪を訪問しているということ、あわせて非常に急増しているということ、それとあと３番センテンスとしましては、外国人延べ宿泊者数の国籍別構成比でいきますと、大阪は中国、台湾、韓国、香港、タイといったアジア地域が上位を占めて、この５カ国で７割程度を占めているということについて記載させていただいております。

　次のページ、４ページをお開き願います。

　「大阪の観光の現状③」といたしまして、まずグラフといたしましては主要都道府県別日本人延べ宿泊者数の推移、主要都道府県別客室稼働率の推移、宿泊施設タイプ別客室稼働率の推移の３つを貼付させていただいております。

　説明書きといたしまして、まず、日本人延べ宿泊者数は、2013年は少し減少いたしましたが、2014年以降また非常に回復をしているということとあわせまして、観光客の急増に伴い、客室稼働率が2014年度、昨年の段階ではもう東京を上回って大阪が全国１位になって、非常に高い稼働率を示しているということを説明書きで記載しています。

　あと、宿泊タイプ別ではリゾートホテル、ホテルの全てのタイプでも80％を超えていまして、2015年、直近の数値でも既にもう90％を超えるタイプも出てきているということを記載させていただいております。

　次に、５ページでございます。

　「３　大阪の観光振興にかかる現状と課題」、そこに記載の資料につきましては、第１回検討会議で使用した資料につきまして、少しコンパクトにまとめをさせていただいております。時間の関係上、この資料についての説明は省略をさせていただきたいと思いますが、基本的には受入環境に係る課題の抽出、抽出にあたっては受入環境に関する観光客の意見等々を参考にさせていただきまして、それに対して今、現状どういうような取り組みをされているのかというのを整理させていただいたものでございます。

　次のページ、「大阪に観光振興にかかる現状と課題②」も引き続きで、それぞれテーマごとに整理をいたしておりますので、「１　観光客受入のための基盤整備」、「２　府域における交通アクセス等の容易化・円滑化」、「３　文化・生活習慣に配慮した対応」、７ページにわたりまして、③として「４　安心・安全の確保」、「５　魅力あふれる観光資源づくり」、「６　効果的な誘客促進」ということで、それぞれ主な意見という形で整理をさせていただいております。

　８ページでございます。

　「４　大阪の観光振興にかかる施策の方向性①」でございます。

　右側の資料の貼付につきましては、既に検討会議で各先生方のほうからご意見をいただきまして、何度か手直しを行い、最終的な形に直しましたものをここに貼付させていただいております。

　まず、説明書きといたしまして、「（１）大阪の観光振興施策の方向性」ということで、冒頭申し上げましたとおり、現在、訪日・来阪外国人が過去最高を記録して、観光客が増加の一途をたどっているということで、あわせまして今後も国際的なイベントを控えて受入環境の整備が喫緊の課題になっているということから、施策の方向性、今後大阪が観光振興の取り組みを推進していくにあたっては、施策の方向性を定めることが必要ですということで、２本の柱立てとしまして受入と誘客の両面から取り組みを進めていくことが必要という整理をさせていただいております。

　なお、受入環境の整備にあたりましては、観光客目線だけでなく、観光客の急増による受け入れ側の住民の不満の解消など、観光客と地域住民相互の満足度を高めていくような施策を推進していくことが、今後リピーターをふやし、安定的に観光客を受け入れていく上で重要となってきますということで、各先生方のほうが検討会議の中でご意見をいただいた分について、こういう形で説明書きの記載をさせていただいております。

　また、以降につきましては、主体別の役割について説明を書かせていただいております。
　９ページ、「４　大阪の観光振興にかかる施策の方向性②」でございます。

　ここは、（２）といたしまして、大阪の観光振興にかかる施策の２つの柱について説明をさせていただいております。

　現状、大阪における観光客は増加し続けておりますが、将来的には、いわゆるイベントリスクと呼ばれる疫病やテロなどのことも発生を想定しまして、観光客の伸びが鈍化することも当然想定がございますので、大阪が今後観光都市として安定的に観光客を呼び込んでいくためには、世界のいわゆる都市間競争に打ち勝っていく必要があるということを記載させていただいています。

　そのためには、２つの施策を柱として、観光振興の推進を図っていくことが必要という制度になっております。

　１つ目の柱といたしましては、観光客が大阪で安心かつ快適に楽しく滞在していくことでリピーターが増えていくといった好循環を生み出していくことが必要であり、そのためには先に抽出した課題に対応した観光客を受け入れるための環境整備を推進していくことが必要です。

　ここで、いわゆる観光客の受け入れの環境の整備が必要ということと、２つ目は、地域住民自らが地域の歴史や文化を再認識するとともに、行政、府民、民間が一体となって大阪の魅力を高め、磨いていくといった魅力づくりや観光客のニーズ等を踏まえ、大阪の魅力を積極的に発信するなどの効果的なプロモーションの取り組みが重要ということで、誘客の説明もさせていただいています。

　最後に、この２つの柱を中心に観光振興を推進していくことで、大阪への観光客の安定的な誘客に結びつき、観光が大阪の成長産業となっていくことが必要という形でくくらせていただいております。

　次のページ、10ページをお開き願います。

　「５　大阪の観光振興にかかる対応策及び役割分担①」でございますが、ここに貼付しております資料の検討会議、２回目で使用させていただいておりますものをここに掲載させていただいております。

　まず、説明書きといたしましては、「３の大阪の観光振興にかかる現状と課題」の中から、官民の役割分担でありますとか主体別役割等を踏まえ、大阪府が主体的に取り組んではどうかと考えられます課題を抽出して、その課題に対応するための受入環境の整備の内容、実現するための具体的な対応策及び想定される実施主体を整理いたしております。

　大阪府の役割といたしましては、課題の改善、解消に向けた対応策について、他の都道府県の取り組み事例を参考にしながら事業例をお示しし、「◆」「◇」につきましては新たな事業費としての財源措置が必要と考えられるものと、経常的な事務的なもので整理ができるものという形で整理をしていただいたという形で記載をいたしております。

　テーマごとに、１つ説明書きをとりまとめの中では触れさせていただいております。

　まず、観光客受け入れのための基盤整備といたしまして、来阪観光客からのニーズでありますとか要望というのが、この項目につきまして非常に多いということで、これら観光都市としての魅力向上の観点からも幅広い取り組みが望まれることから、今後は他の地方自治体の例も参考にしながら、大阪独自のオリジナリティあふれる施策も含めて、これらを受け入れのための基盤整備に積極的に取り組む必要がありますという形で整理をさせていただいております。

　次のページ、11ページの下段でございます。

　２番として、「府域における交通アクセス等の容易化・円滑化」でございますが、下記のほかに搭乗、いわゆるＣＩＱの各搭乗入国手続の時間短縮であるといった交通機関における利便性の向上、バリアフリー化などについて、いずれも事業主体としては国や民間が主体となった取り組みが期待されるものでありますが、非常に来阪観光客のニーズや要望も高い項目でもあり、また問題も表面化しているということなので、検討会としてはこれらの項目については早急な対応が望まれますという形で整理をさせていただいております。

　次の12ページをお開き願います。

　「３　文化・生活習慣に配慮した対応」ということで、大阪観光局において、ムスリムフレンドリーマップの作成・配布や、民間、関西国際空港のほうでも祈祷室の設置、飲食店でのハラル対応など、既にこれまで官民あわせて取り組みが進んではおりますが、今後ますますムスリム旅行者等の増加が予想されるということで、官民が一体となった早急な取り組みが必要ということの整理をさせていただいております。

　「４　安心・安全の確保」でございます。

　来阪観光客の安心・安全の確保につきましては、いわゆる行政の本来的な役割という部分と、観光客の方に安全で快適に過ごしていただき、それがリピーター確保につながるという両面からの、今後大阪府としてもやはりこの項目については積極的に取り組む必要があるという形で整理をさせていただいております。

　13ページでございますが、「５　魅力あふれる観光資源づくり」でございます。

　一度来阪した観光客に、何度も大阪を訪れたいと思ってもらったり、大阪に来るたびに新鮮さを感じてもらうためには魅力あふれる観光資源づくりが必要ということで、今後も引き続き関係機関と連携を図りながらも、積極的に観光資源づくりに取り組んでいく必要があるという形の整理をさせていただいております。

　「６　効果的な誘客推進」でございます。

　　現在、大阪観光客というのは増加の一途をたどっておりますが、先ほど申しましたように伸びの鈍化等も当然将来的には見据える必要がございますので、観光振興につながる団体やプロフェッショナルの育成、観光マーケティング・リサーチの強化など、今後の取り組みとして中長期的な視点からも検討する必要があるのではないかという形で整理をさせていただいております。

　14ページをお開き願います。

　「６　大阪の観光振興にかかる事業例・事業規模イメージ①」でございます。

　表につきましては、検討会議で既に第３回、第４回と使用しておりますものを、そのまま貼付させていただいておりますので、説明は省略をさせていただきますが、まず前段の説明書きといたしまして、大阪府は前章で「大阪府の役割」として整理をしているもののうち、観光客の受入環境整備を行う場合、ここに記載以外の多種多様な事業を実施する必要があるということを前提にいたしまして、事業のイメージをあらわすために他の地方自治体で実施されているさまざまな取り組みを下記の１から４の項目ごとにとりまとめたという形の説明をいたしております。

　また、事業例に基づきます大阪府での事業規模を把握するために、ほかの地方自治体の事業規模に一定の補正処理という形で、ざくっと延べ宿泊者数比率でありますとかその辺の統計数値を用いまして、大阪府規模というものに置きかえて算出しますと、前回の検討会議でもお示ししたとおり、大体年間16億円程度の費用がかかるという形で説明をさせていただいております。

　ただし、ここについては、大阪府はここに記載した全ての事業を実施するという趣旨ではなく、あくまでもこれ以外に実施する事業もあるということで、今後の事業化にあたっては一定の目安として計算したものという形で、注意書きといいますか説明を記載をさせていただいております。

　項目につきましては、「５の対応策及び役割分担」と当然同じような項目立てになっておりますので、説明は省略させていただきます。飛びまして16ページでございます。

　「（１）で受入環境整備の推進」、「（２）で魅力づくり及び戦略的なプロモーションの推進」という形で整理をいたしております。

　17ページでございますが、「大阪の観光振興にかかる事業例・事業規模イメージ④」でございます。

　（３）としまして、「今後の観光振興の取組みについて」ということで、前段でも少し触れさせていただいておりますが、ここの事業例につきまして、各委員の先生方からも多様なご意見を頂戴いたしまして、今後、実際に大阪府がこれらの掲げられている事業例に基づいて事業実施するにあたってはということで、こういう考え方の中で精査をしたらどうかということで記載をさせていただいております。

　まず、費用の想定というのはあくまでも事業規模算出のためのイメージであり、今後、大阪府として受入環境整備等の事業を実施していくにあたっては、（１）（２）で掲げた事業例も含めて、以下の４つの事業分析の指標をもとに、事業を検討、精査の上、実施していくことが必要であると書かせていただいております。

　まず、「官民の役割分担、持続可能性、緊急性、安全・安心の視点」ということで、４つの視点で書かせていただいております。これら４つの指標以外にも、委員の中からもご意見がございまして、大阪府としては当然、広域連携的な役割を担うという視点も加味しながら、都市としての魅力づくりを含めて来阪観光客、地域住民などが幅広く満足感、納得感が得られるような都市としての魅力づくりを含めた取り組みを推進していくことが重要ということを挙げさせていただいております。

　最後に、大阪府としては行政の役割として主体的に観光施策に取り組む一方で、官民の役割分担の観点から、関係機関等と連携を図りながら、民間事業者で実施可能な事業については自助努力による取り組みが促されるよう、行政としての一層の働きかけが必要ということで、民間においてもそれぞれの立場において積極的に事業に取り組んでいただくように、行政として働きかけてくださいということについて、触れさせていただいております。

　18ページをお開き願います。

　「７　事業の実施に必要な財源確保のあり方①」でございます。

　　まず、（１）として「大阪府の財政状況」ということで、「①観光関連予算」について触れさせていただいております。

　表等については、検討会議で既にお示ししておりますので、説明は省略させていただきますが、平成27年度は12億1,400万円という予算措置がなされておりまして、その予算内訳を記載させていただいております。

　②の「財政収支の見通し」につきましても、中長期試算、粗い試算ということで、少し見にくい資料でまことに申しわけございませんが、そこに記載のとおり、今後しばらくの間、大阪府においては多額の収支不足が見込まれても非常に厳しい財政状況であるということの説明をさせていただいております。

　19ページ、「７　事業の実施に必要な財源確保のあり方②」といたしまして、（２）で「国内の財源確保の事例」を掲げさせていただいております。
　それぞれ、そこに貼付の表につきましては説明を割愛させていただきますが、まず財源確保の取り組みの一つとして、課税自主権を活用して地方自治体の独自課税である法定外税、法定外普通税、法定外目的税を創設し、特定の使途に活用している事例があるというご紹介と、また受益者が特定される場合は当該受益者から任意で協力金等を徴収し、特定の目的の達成のために活用している事例があるということで、①②の２つの例をそこでご紹介をさせていただいております。

　次に、20ページでございます。

　（３）といたしまして、「海外のホテル税等の事例」ということで、ここの検討会議の中で資料をもとに、簡単ではございますがご説明をさせていただいておりますので、ここでの説明は省略をさせていただきますが、海外では欧米諸国を中心にホテルの宿泊者から一定の税額を徴収し、観光プロモーションや観光開発等に活用している事例があるということで、アメリカ、ヨーロッパの事例をここに記載させていただいています。検討会議の中でもご説明させていただきましたとおり、あくまでもこれは私ども事務局のほうでホームページ等を参照しながら作成いたしておりますので、これが全ての事例ではなく、ほかにも多々事例はあるかと思いますが、そういう形で説明をさせていただきました。

　21ページ、「７　事業の実施に必要な財源確保のあり方④」でございます。

　まず、（４）といたしまして財源確保のあり方として、「①急増する観光客への対応」という形で整理をさせていただいております。
　「近年の来阪観光客、特に外国人観光客の急増に伴い、様々な課題が顕在化しており、急増する観光客への対応が現実の問題として迫られています。そのような中、大阪府として対応する行政需要の増大とともに、観光における利便性、快適性並びに地域住民との調和など、観光客及び地域住民相互の満足度の向上のため施策の取り組みが喫緊の課題となっています。」
　既に少しここで現状を触れさせていただきまして、さらに将来的にはということで、来阪観光客の増加が鈍化することを視野に入れながら、「安定的に観光客に来ていただくためには、リピーターの確保が重要となり、そのためには、大阪を訪れた観光客が大阪での滞在を安全・快適に、楽しく過ごしていただき、満足していくことが必要ですということを記載しております。
　「リピーターを増やし、さらに大阪の魅力を世界に広めてもらうことで、都市としての魅力を高めることにもなり、それがさらなる誘客にもつながります。」
　最後のセンテンスといたしまして、「こうした取り組みを進めることによって好循環を生み出し、将来的にも観光振興が大阪の経済を牽引する成長産業として大阪の活性化の原動力となります」という形で整理をさせていただきました。

　②で、「大阪府の観光関連予算の状況」といたしまして、先ほどご説明申し上げましたとおり、「大阪府の既存の観光関連予算については、受入環境の推進のための予算とイベントやプロモーションをはじめとする他の予算を全て合わせても12億円程度となっています」という形のご説明と、「一方、前章で列挙した課題に対応する事業例について、大阪府の現状では急増する来阪観光客に対応できるものとはなっていない」ということに触れさせていただきながら、これまでの観光政策とは全く別の新たな事業展開が求められているというふうな説明にさせていただいております。その事業規模につきましては、「他の地方自治体の事業予算を参考に、大阪の規模を置きかえて算出したところ、年間16億円程度となり、多額の費用を要する見込みとなっている」という形で記載をいたしております。

　あと、「大阪府の財政状況の将来見通しにおきましても、多額の収支不足が見込まれており、このような状況を踏まえると安定的かつ継続的に実施が必要な新たな事業の財源確保が非常に困難な状況と言える」ということで触れさせていただいております。

　次の22ページをお開き願います。

　③の「他の地方自治体、海外の事例」ということで、先ほどもご紹介いたしましたとおり、「他の地方自治体においては特定の目的を達成するために課税自主権を活用し、法定外税を創設したり、海外においては観光振興を推進するためにホテル税等を宿泊者から徴収するなど、一定の行政目的を達成するために効果を上げている事例が見られます」ということで、ここでちょっと紹介をさせていただいております。

　「④財源確保のあり方」でございます。

　「財源確保の取組としては、課税自主権の活用としての法定外税の創設と、特定の受益者から協力金などを徴収するという２つの事例がありますが、協力金などの特定の受益者からの負担では、継続的、安定的かつ一定規模以上の財源確保が非常に困難であると考えざるを得ません」という形で整理をしております。
　「しかしながら、観光客が急増している大阪府の状況においては、緊急避難的に受入環境を整備する必要に迫られているとも言え、観光客に対して受益者負担または原因者負担の観点から税負担を求めて財源とすることも必要であると考えます。」
　「税負担を求める際は、課税客体に消費能力があり、かつ、課税客体の把握が容易であるという観点が重要です。例えば、観光客による大量消費が行われる量販店等において、商品の購買者である観光客を課税客体として税を徴収するということも論理的には不可能ではありませんが、現実的には観光客と一般客の峻別が困難であり、課税客体の把握は容易であるとはいえません。」
　「これらの観点を踏まえると、東京都の宿泊税や海外のホテル税等については、課税客体である宿泊客はホテル等に宿泊して、一定の宿泊料金を支払うことで消費能力があり、また客体把握も容易であるといえます。」
　そういうことで、前回、検討会議におきまして委員の先生方からいただいたご意見ごとに、こういう形で整理をさせていただきまして、まとめといたしまして、「以上のことから、大阪府においても、観光の現状における喫緊の課題に速やかに対応するためには、東京都の『宿泊税』のような制度の導入について、検討を深める必要があるといえます」という形でくくらせていただいております。

　最後に、23ページ、「８　これまでの検討の総括」でございます。

　「近年の来阪観光客、特に外国人観光客の増加は、予想をはるかに上回る状況であり、いわゆる『爆買い』とよばれる消費行動は、経済効果に大きく寄与している反面、それに伴うさまざまな問題も表面化しており、これらの対応が課題となっています。」
　「併せて、大阪が将来に向け、観光都市としてさらなる発展を目指すためには、これまで以上に観光客の受入環境の整備や大阪の魅力づくりプロモーションを推進していく必要があります。」
　「本検討会議としては、大阪が今後観光客獲得の都市間競争を勝ち抜くためにはどうすればよいのか、現状における課題や問題点等、事業関係者からの意見聴取を行うなど整理をした上で、増大する財政需要に対応するという取組み方策など、他の地方自治体の取り組み例を参考にしながら、議論を行いました。」
　「その結果、大阪府が今後、これらを積極的に取り組んでいくためには、一定規模の財源を安定的、継続的に確保する必要があるとの認識に立ち、そのための財源確保のあり方について、他の地方自治体や諸外国の取り組みなどを参考に議論を行い、東京都で既に導入されている『宿泊税』を基本に検討を深める必要があると、とりまとめたところです。」
　「今回の中間とりまとめの内容については、パブリックコメントなどを行い、広くご意見を伺うとともに、本検討会議としては、その状況を踏まえ、最終報告に向けて引き続き議論を行ってまいります」という形で総括をさせていただいております。

　なお、24ページ以降は、「参考」といたしまして委員の名簿、関係条例、開催実績、開催実績には参考といたしまして、前回第４回の事業関係者から意見聴取を行いました方々３名の方々のお名前を記載いたしております。

　最後に、（４）といたしまして、「今後の開催予定」ということで記載をさせていただいております。

　説明は以上でございます。

福島会長
　はい、どうもありがとうございました
　それでは、これから意見交換に移らせていただきます。

　まず、先ほど申し上げましたように、「１　はじめに」から、「３　大阪の観光振興にかかる現状と課題」、ここらにつきまして意見交換をしていきたいと思います。

　まず何か、今のところでのご質問、またご意見あればということで、ございませんでしょうか。

　こういうときはいつも大体、高橋先生から、何かありますでしょうか。すいません、先陣というのはなかなか大変ですけど。
高橋委員
　現状との確認とそれに対しての課題の分析というのは、今までこちらの中で議論されたことが書かれていることだと思いますので、私は特にこちらに対しての意見はございません。

福島会長
　じゃ、佐藤さん。

佐藤委員
　すごくわかりやすくご説明することができるような資料になったなと思います。どうでもいいことかもしれませんが、「はじめに」のところで、やはり爆買いがすごく多くなって、日本に対する安全とか安心とか、そういうものに対する評価が非常にあると思います。それが少し、一番初めのところに、日本の歴史とか伝統文化や食文化だけではなく、都市文化的な、買い物や、そういうこともきっと入ってるし、安心・安全ということも入ってるのだと思います。なので、ちょっとその辺も入れていただいたほうがいいのではないかというのを、この最初のところでは思いました。

福島会長
　ありがとうございました。

　では、角倉委員。

角倉委員
　本当にわかりやすくまとめられていると思いますので、こちらの部分に関しましては特に意見等もございません。

福島会長
　では、田中先生。
田中委員
　私はいいです。
福島会長
　よろしゅうございますか。
佐藤委員
　私、もう１つよろしいですか。
　ここにも書いてある魅力あふれる観光資源づくりについて、その後のところでも、やっぱり「イベント」みたいな言葉がどうしても出てきてしまうのですが、そうではなく、もう少し日常化だと思います。いつ行っても行けるというところがないのだと思います。それは、フランスに行っても必ず夜のエンターテイメントがあるし、カナダでもそうですよね、毎日あります。それが文楽でも年何回しかないので、その日常化ということ、イベントとは違う意味で、意識をもうちょっと入れたほうがいいのではないか、それが本当にずっと観光客を呼び続ける魅力につながっていくのではないかと思いますので、課題をそのままイベントみたいになっているところが、少し弱いというふうに思いました。
福島会長
　では、今のところは……

佐藤委員
　今のところは魅力、資源、観光資源なのですが、問題は見るものが少ないとか日本の町並みの整備とか、そういうことではなくて、やはりずっといつでも観光客が来ても対応できるようなコンテンツがなかなかないのだと思います。
　意外だったのですが、例えば住まいのミュージアムというのがあるのですよ。それが大阪の町並みを実際再現しているようなところなのです。そこに韓国の人などがいっぱい来ていて、そこは浴衣を着てその中を歩けるということをいつもしているのです。京都でいえば清水坂のような感じでにぎわっているのです。待ってる人がいるぐらいに。なので、やはりそれはそういういつ行ってもできる楽しみを求めているのではないかなと思いますので、そういうものをもっといろんなところでやっていただけるようなことも考えてもいいのかもしれないです。

福島会長
　そうなんです、僕も個人の意見として思いますね。やはり常設というのか、お客さんが来られたらいつもやっているというものですよね。常設にすると、多分コストがいろいろかかるのでしょうけど、お客さんの目から見たら何月何日あるからおいでよというのもいいのですが、それは･･････
佐藤委員
　そう見ないですよね。

福島会長
　非常にスムーズな議事進行ですね。
　今の件でいきますと、これは、雑談なのですが、７月にベニスに行きました。僕は初めて行ったのですけど、本当に初めてだと感動と感激があるのです。
　大阪も、「水都おおさか」という取組をしています。多分やり出したころに比べると、今数段いろんな取り組みをされていると思うのですが、お客さんから見ますと、例えばクルーズを運行しているというのは、大阪府民でもほとんど知らないと思います。しかもそれは、不定期か定期かよくわからないような感じなのです。ああいうのでも同じようなことだと思います。冬以外は全部やってるなど、カナダのように週末に行ったらクルーズがやっているなど、何かそういう常設、定期性、そんなものは必要ですね。

佐藤委員
　もう１つついでに、少し古い話になるかもしれませんが、「長崎さるく」というのがなぜあれだけよくなったかというと、いつ行ってもあるというのをコンセプトにイベントを組まれたからだと思います。あの期間は必ず。今、越後妻有のアートトリエンナーレがすごい流行っていますが、ああいうところも別にその季節だけじゃなくて、冬にもやるとか、いろんな形で通年化というのを目指していらっしゃいます。「ああいうところ」と言ったら失礼ですけれども、大阪であれば十分それができる素地はありますし、観光客の数も増えてきているので、従来とはちょっと環境が変わってきてるのではないかと思います。
福島会長
　私は、長崎出身ですが、「長崎さるく」は非常にいいと思います。

　ほか、よろしいですか。

（意見なし）

福島会長

　では、１ページ目のところと、それから今の課題のところ、少し佐藤先生のご意見もいただいて整理をしていただければというふうに思います。
　ここのところは、それでよろしゅうございますか。この１から３ですね、特にないようでしたら、次に移りたいと思います。よろしゅうございますか。

（意見なし）

福島会長

続きまして、これは「４　大阪の観光振興にかかる施策の方向性」と、「５　大阪の観光振興にかかる対応策と役割分担」につきまして、少し意見交換をさせていただきたいと思っております。

　本当によくまとまっているので、皆さん、事務局がだいぶご苦労されたかと思いますが、それはそれといたしまして、何かご意見、ご質問ございませんでしょうか。いつも高橋先生からですから、今度は田中先生のほうから。

田中委員
　特にありません。申しわけございません。

福島会長
　じゃ、逆回りで角倉先生。

角倉委員
　いや、私もすみません。
福島会長
　じゃ、佐藤先生。何か言っていただいたほうがいいのではないですか。

佐藤委員
　昨日もテレビで拝見したのですが、東京のほうで多言語化にどう対応するかという、ちょっとおもしろい取り組みがありました。ある商店街で多言語メニューをつくったり、簡単な指差しのカードをつくって出したりするのです。ボランティアや業者の発想ではなく、市民やお店の人たちがいかに観光の推進、振興に関わっていくというのでしょうか、そのハードルをいかに下げるかということをされていらして、いいことだと思いました。それは多分外国から来られた方も片言でしゃべってくださるのにすごく共感するし、話したほうも通じたとか理解できたと、そういうことにもなるので、他の小さなグループがいっぱいできるかもしれませんが、市民活動を支援するような、そういう視点も必要なのではないかと思います。行政がやるとどうしてもそういうことまでいきませんが、いかにこれから市民がちゃんとお客さんをもてなす側になるか、それが市民の方の楽しみにもなるということもちょっと意識していただいたらいいのではないかと思います。今日は玉岡さんがなぜかいらっしゃっていないので、私がしゃべります。

福島会長
　ありがとうございます。では、高橋先生、どうでしょうか。

高橋委員
　私も結構です。
福島会長
　えらいスピーディーに進めました。

　今のは、この前、ボランティアの方、芳賀さんでしたかね、非常に細かいことから全体の話もしていただきました。僕はああいうのも非常に、ある意味での大阪の地域の力になると思うのですが、かなりご高齢ですので、次にかわる人がいるのかなということを、話を聞きながら心配していました。何かそういうボランティアに対するサポートが必要でしょうね、直接的な支援をするということはないようですし、大阪城のガイドさんも割と、ボランティアでされています。割と熱心に活動されています。
　それから今、佐藤先生が言われたように商店街で、どこか何か簡単な英会話の勉強をすると、僕もニュースで見ました。

　特によろしゅうございますか。
（意見なし）

福島会長

非常にスムーズな議事進行でありますが、続きまして、「６　大阪の観光振興にかかる事業例・事業規模イメージ」と、「７　事業の実施に必要な財源確保のあり方」、それから「これまでの検討の総括」、この辺につきましてのご意見ご質問、これが今回の委員会の結論にもなるかと思いますけど、ここは少しご意見いただければと思います。

高橋委員
　16ページなのですが、これは先ほどの佐藤委員のお話に関係してくることでもあると思いますが、５番のところの対応で必要なこととして、13ページの魅力あふれる観光資源づくりというようなことがあったわけですが、これを事業例として挙げていただくときに、イベントばかりというのはどうも納得がいきかねます。イベントというのはオフシーズン対策であったり、あるいはある特定の地域をプロモーションし、知名度を高めていく、こういうような場面のときに使っていくような話であります。特にここに書いていただいてるのは、大阪ミュージアム構想を除くと、大阪市内のことが多いです。果たして大阪市内のこうしたことに対して、力を入れるというようなことをわざわざここに書くことが必要なのだろうか、市との役割分担として一定の負担があるというのはあるのかもしれませんが、やはりこういうようなところで書き込んでいただくものとしてはいかがなものかと思います。もう少し大阪府全域に目配せしていただいたり、あるいは佐藤委員のお話にあったようないわゆる短期間だけで済ますようなイベントではなくて、常に日常的、恒常的に魅力がアップできるような施策というものを今後考えていくようなことがあってもいいのではないかなというように思えてなりません。

　それから、17ページについてなんですが、（３）の一番下のところに、下から２行目のところで「民間事業者で実施可能な事業については、自助努力による取組みが促される」、この言葉だけで全てが包含されるのかもしれませんが、私は大阪市で条例をつくったＢＩＤ条例などのような、いわゆる地域の共助を促すための新しい財源づくりというのを、やはりこのような新しい財源を議論する際に認識していただけるということも必要ではないかと思います。自助、公助の努力による、また、共助の努力によると、いわゆる自助以外は公助しかないのかということではなく、その地域でもっていろいろ考えましょうというようなことを促していくということも当然必要なのではないかというふうに思います。

　これをさらに踏み込んで申し上げると、こういう新しい財源のあり方、新しい税のあり方を、こうやって議論することをきっかけとし、本当に必要なものというのは、行政に依頼をしなければならないものは何かということを、もっと考える機会だというように提示すべきではないかというように思います。自分たちでやれること、あるいは地域全体で、事業者全体でできること、こういうようなことをサポートするような取り組み、例えば条例化の問題であったり、国に対しての法律の問題などは行政のサポートが必要です。
ＢＩＤ条例というのは非常にやっかいな条例で、地方自治法の分担金制度を用いてやらなければいけないのです。それに伴う法律は一体何なのかというようなことまで考えていかなければならず、ＢＩＤ条例というのはなかなかつくりづらいところがあります。国にＢＩＤの法律をつくってもらうことなどの働きかけも含めて、新しい財源のあり方に対して、もう少しこのあたりのところに工夫を加えた表現があってもいいのではないかというように思います。

　それから、こうした財源の使い道としての事業例のところには、現在、想定されていないような新しい観光ビジネスが、当然今後これだけ外国人の方が増えてくれば、民間の新しい発想でさまざまなものが生まれてくるのだろうというように思います。そのあたりのところは、前回の例えば参考人の岡本さんや、あるいはボランティアガイドをなさっていらっしゃる会長さんのご発言の中にもあったようなことは、その中の一つなのかもしれません。そうした新たな観光ビジネスの把握とともに、その際に行政が行わなければならない役割とは何かということをいち早く把握し、対応していくということも、私は必要なのではないかというように思います。
　特に、民泊の話というのはそのときに出ましたし、また大阪府さんでも議論はされてらっしゃるところでありますが、ぜひそういうような取り組みが、いわゆる富裕者層だけではなくさまざまな方々、旅行したいと思っていらっしゃる皆さん方が、より旅行しやすい環境をつくっていくというようなことをぜひ出していただけるとありがたいというように思います。
　前回、私は唐突に旅行する権利ということを申し上げたように聞こえてしまったのかもしれませんが、あれは既に最高裁の判例の中にも出ているわけです。憲法の22条の居住と移動の自由の中にあって、海外渡航の自由というのはそれによって保証されているという判例があって、それに派生する形で旅行する権利というのが議論をされているわけです。

　したがいまして、そういうことから考えると、誰にでも来ていただきやすい環境をつくっていくというようなことも、これは行政の取り組みとしてあってもいいのではないかというように思います。その際に必要な行政にとっての役割とは一体何なのかということです。

　それから、交通問題について触れられているところが、すいません、ページが遡って恐縮ですが15ページのところにあります。

　これの事例として、定期観光バスの運行補助というようなことを挙げていただいているのですが、これはどこで定期観光バスを走らせようとするかによって、こういう例示が納得できるものかどうかということになります。これを仮に、市内に以前あった定期観光バスを復活させてさらに回りやすくするということであれば、そういうようなものは、もっと地下鉄などのマスプラを積極的に使っていただくような方策を考えたほうがよく、大阪府の中でも地域によっては二次交通の問題として、行きづらいというようなところはどこなのか、こういうようなところに対して目を向けるような書き方をしていただいたほうが、よりわかりやすくなってくるのではないかというように思います。これは６番までのところでしたね、５番、６番ですか。

福島会長
　いや、もう全部の８までいっています。構いませんので。

高橋委員
　そうですか、恐れ入ります。

　それから、受益者負担という言葉が財源確保の７のところ以降で出てくるわけでありますが、この受益者負担というのがいわゆるイコール来訪者というように、ここだけにしか受益者負担という言葉がないと読み取れてしまうのではないかと思います。

　先ほどの自助や共助というような問題も、これは受益者負担の考え方の中から出てきているというようなことがあってもいいのではないかというように思います。いわゆる大阪の観光事業者の皆さん方は、それなりにメリットを得ていらっしゃるわけですので、そこも含めてが受益者負担ということではないかというように思います。この７番のところ以下、受益者負担が出てこないということはどうかなというように若干思うわけであります。

　最後でありますが、19ページに、特定の受益者からの負担ということで、寄附などの事例というのが出ています。これは実際のことを考えると、あるいはまた安定的に確保するということから考えると、当然21ページ以降の文言でいいわけですけれども、しかし、受益者に負担を求めていくというようなことから考えると、さまざまな事例というのを積極的に、大阪府だけではなく府下の市町村の皆さん方も、これを機会に積極的に目を向けるべきだということはお伝えいただきたいところです。

　例えば、この特定の寄附のところは、富士山、伊吹山の入山料というだけがここの２つの事例になっていますが、身近なところですと奈良県の吉野町は、桜の時期というのは従来20キロ以上の渋滞を起こしていましたけども、これをいわゆる協力金、寄附を求めていくことによって、１人当たり平均200円程度のものをいただくことによって交通マネジメントが行えるようになって、２時間、３時間も大渋滞を起こしてたものが、平均８分で駐車場まで行けるというような事例も出てきているわけです。

　大阪府下の市町村の中で、新たな財源が必要だと思うような事例というのは果たしてないのでしょうか。それを市町村の皆さん方が諦めないで、こういう寄附行為なども含めて自ら新しい財源を確保していく、そういうサポートがこういう新しい財源の議論をきっかけに、いわゆる宿泊税のみではなく、大阪府の皆さん方がぜひサポートしていっていただくというようなことがあってもいいのではないかというように思います。こういうように、常に私たちが受益者負担だという意識を持つことが、今回の新しい税、新しい財源のあり方を議論する中にあっての、一つのきっかけになるというようなことも必要ではないかというように思います。
　そういうことを考えるきっかけが今回であったという中で、宿泊税などについても出てきたのだということではないかというように思います。ちょっと今回のこの検討会議の趣旨からは離れるかもしれませんが、ぜひこういうような考え方や取り組みが府下全域に広がっていくきっかけにもなったらどうかというようには思っています。

　以上です。

福島会長
　はい、ありがとうございました。

　今、高橋先生、５点ぐらいですかね、言われました。何か事務局のほうからありましたら少し説明を。

事務局：大河内参事
　今の高橋先生のほうのご意見、ご指摘につきまして、また事務局のほうで整理をさせていただきます。今回は、中間とりまとめという形の整理でございまして、高橋先生のほうのご意見については、最終報告に向けてまだご議論いただくべき内容の部分もあったかというような理解をしておりますので、その辺は少し、また会長ともご相談させていただきながら整理をさせていただきたいと思います。

福島会長
　特にあれですよね、財源の今後の使い道とか。

事務局：大河内参事
　そうですね、プロモーションの部分であるなどその辺が少し。

福島会長
　それから受益者の負担をもう少し幅広く社会に訴えたいということですね。

　ＢＩＤについては少し言及すべきですよね、確かに。ＢＩＤをしているのは日本で東京と大阪だけですね、確か。そのあたりも含めて、少し整理をさせていただければと思います。

　では次、佐藤さん。

佐藤委員
　先ほど高橋委員もおっしゃられた16ページの「魅力あふれる観光資源づくり」というところが少し弱いというか、やはり少し偏っているのではないかという気がします。

　この１番目のほうの地域団体や民間等と連携した魅力づくりの支援ということなのですが、府がするのですからいろんな連携を、地域団体や民間と、というふうに一対一で対応するのではなく、オール大阪や、前から言っているようにもうちょっと広い広域をどう組み合わせるかという工夫がすごく大事なところで、その音頭をとれるのが府の役目ではないかと思います。そういう意味でそこのところを積極的にもっともっと関わられる、あるいは協議会をつくるなど、それがいいかどうかはわかりませんが、もう少しやわらかな形で結びつけられるような、そういう仕組みをつくっていっていただくのがいいのではないかと思います。

　イベントは、さきほどおっしゃられたとおり、やはりイベントの考え方自体を変えていくことにより、市民の方にも大分そういう意識が生まれると思います、もう今既に。なので、その辺はぜひ変えていただいたほうがいいのではないかと思いました。

　これは、宿泊税的なものにシフトするという議論に最初からなっていますが、先ほど高橋委員がおっしゃったように、市民のいろんな形での寄附や協力、そういうものを醸成していくことが観光にはとても大事なことだと思いますので、そういう可能性もやはり残していただいたほうがいいのではないかと思いました。

　それと、まず少し気になったといいますか、財源確保のあり方の最後で、「観光の現状の喫緊の課題に速やかに対応するためには」と書いています。喫緊の課題に対応するだけであれば、では期限はと、それが終わればいいのかという感じになりかねないと思います。喫緊の課題もあるけれども、やはり観光をちゃんとやっていくためには継続的な資金が必要だということだと思います。そこをちゃんと書かないと、かえって、では今だけでいいのかという話になってしまうので、少しそういうところをちゃんと書き込まれたほうがいいのではないかというふうに思いました。

　以上です。

福島会長
　はい、ありがとうございます。よろしいですか、先生。次、角倉先生。

角倉委員
　今の先生お２人おっしゃられたこと、本当に私自身として、そうだなと思うところでございます。

　財源確保のところで、今も宿泊税というお話が出てまいりまして、前回もかなりいろいろなご意見があったかと思います。あくまで私どもの立場として、まず一義的に諸手を挙げてというわけではなく、もうそれしかないというのでしょうか、ぜひというところでは正直ございません。ただ、今、佐藤先生もおっしゃられたような、本当に将来的なところも含めて、これはやはり検討していく必要があるのであろうと、これは私としても理解をしております。

　繰り返しのような形で恐縮なのですけれども、それ以外にも考えられるものがあれば、そこは余地を残すというのでしょうか、そういうところも今後もあわせて検討していっていただければと、そのようには思います。

　それから、高橋先生が、また今後観光関連のいろいろな事業が出てくる可能性があるのではないかということをおっしゃられましたが、私も本当にそう思っております。

　ちなみに、今、旅行会社に関するところも、特に今年に入りましてから私どものほうに問い合わせとか、あるいは実際に私どもの事務局のほうに来られて、それこそ旅行会社をやりたいのだけれどもというような話が増えております。
　正直に申し上げまして、登録といいますか、それそのものは私どもではありません。私どもはあくまで旅行会社の協会でございますので、登録は２種、３種は大阪府さんのほうに登録をいただくわけですけれども、正直なところ、そこら辺もあまりまだわかっていらっしゃらない方が、とにかく旅行会社をやるにはどうしたらいいのだというような形で来られています。特に訪日に関するところで、何か仕事があるのではないか、できるのではないかというような形で増えているのも事実ですので、そのあたりにつきましては、私ども協会としても対応といいますか、考えていくところもありますし、行政のほうでもいろいろ対応をいただくところも出てこようかと思います。

　それに関連するところでの事業者というのでしょうか、旅行関連のいろいろな部分も出てこようかと思いますので、先ほど高橋先生おっしゃられたようなものも、またぜひ行政のほうでもお願いできればと、そのように思っております。

　私のほうからは以上です。

福島会長
　ありがとうございます。

　すみません、少し教えてほしいのですが、今ネットで訪日客を受け入れるいろいろな会社がありますが、認可は要るのでしょうか。ネットで外国人、タイなどどこかから来るときに、こんなコースを用意してますよとかいってネットで載せてやっている会社さんがありますよね。あれはサービスなのでしょうか、大阪にもありますよね、ベンチャー系の会社が。
角倉委員
　いわゆるオペレーターというところでしたら、特に官公庁の登録的なところは必要ないと思います。

福島会長
　ランドさんというのはいるのですか、いるのですよね。

角倉委員
　日本にですか。
福島会長
　日本の。

角倉委員
　そこをあまりもう使わずして、直でというところが非常に多いのは事実です。私どもの協会の会社でいきましたら、それこそＪＴＢさん、ＨＩＳさんとかはそれぞれの会社のホームページ、ネットでそのパッケージを、英語版で販売といったこともございますけれども、今、これだけ急激に増えた中で、まだ正直きちんと整理されてないというところはあろうかと思います。そこら辺のルール的なところも含めて、非常にごちゃごちゃになっているような気がします。

福島会長
　高橋先生が言われた新たな観光関連産業などが今、去年でも１兆円ぐらい増えています。ですから、非観光関連企業さんがどんどんここの業界に参入しようとして、いろいろ計画されているのです。観光関連産業がものすごく広まって、しかもパイが増えていくという時期にさしかかっているのではないかと思います。ただ、問題はクオリティーだと思いますが、量の拡大ですから、質をどれだけ伴いながら業界を上げていくかが重要ではないかというように、僕は思います。

　では田中先生。

田中委員
　今まで委員の先生方がおっしゃっていることとそう変わりはないところが結構多いと思いますが、少し申し上げたいと思います。

　一つは、この書いている文言というか、この図に即してお話ししたいと思います。22ページの財源確保のあり方のところと23ページの総括の部分に関して、財源確保のあり方の一番後ろの部分で、「以上のことから、大阪府においても、観光の現状における喫緊の課題に速やかに対応するためには、東京都の『宿泊税』のような」云々という、そういうものについて検討を深める必要があるというふうに書いていらっしゃるところなのですが、この部分と、これはもう既に委員の先生方がご指摘されているように、この部分とその前の21ページの「財源確保のあり方」の「①急増する観光客への対応」の一番初めの部分との照合の問題だと思います。これは私が、今の部分の21ページの照合する部分について、少し意見を申し上げたこともあり、そのときに申し上げたほうがよかったのかもしれません。もし照合させるとするならば、22ページの財源確保のあり方の一番後ろの部分の「以上のことから」というのは、文章の表現がいいかどうか自信がありませんが、例えば「大阪府においても、差し当たりの観光の現状における喫緊の課題に速やかに対応するとともに、中長期的な観光振興の対応も考慮して」云々というように、少しそこは対応するように、表現をもし変えるのであれば、そういうふうにしたほうが整合するのではないかというのが１点です。

　第２は、そうすると、次に難しい問題が出てくるのは、今急増する観光客に対する対応という問題で、主として、急増する観光客のみが負担するのではないが、宿泊税を負担する場合に、とりあえずの喫緊の問題で負担するということに重点を置くのか、それとも、今はそうかもしれないけれども、大阪はいいところだからリピートもしてくれるのだし、それ以外の中長期的な部分も負担していただくのだという、そういう一種の２段構えの議論をするのであれば、やはりそういうふうにしたほうがいいだろうというような感じがしています。

　それと関連して、総括の部分で、これも今まで先生方がずっとご指摘いただいている２番目のところで、大阪の魅力づくりやプロモーションを推進していくというときの、プロモーションの意味内容が少しわかりにくいところがあります。既にご指摘いただいているように、これは単なるイベントではないはずなのですよね。しかし、見る人の見方によっては、これは、またみんなの耳目を集めるようなイベントを考えているのかというふうにも読めるので、そのあたりの表現については、なかなか難しいところがありますが、要するにプロモーションについて、もちろん私は文章では差し当たりこれでいいと思うのですけれども、この意味内容がどうかということを今後詰めていく必要があるのではないかなという、そういう気がします。これが２つ目ですね。

　３つ目は、これは総括部分で「本検討会議としては、大阪が今後、観光客獲得の都市間競争を勝ち抜くためには」という表現についてです。もちろんそれは一般的にはよく言われるし、そうかなというふうに一方では思いつつも、宿泊税を仮に制度としてつくったとして、負担する人にとっては大阪が競争に勝ち抜くかどうかというのは二の次三の次の問題なので、そのあたりの、特に最近のこの種の行政文書ではこういうのが一種、枕詞のように使われるので、別に反対だとまで言う気はありませんが、その意味内容がどういうものかということを、やはり検討される必要があるのではないかというのが、それが３番目です。

　４番目、これは文書の内容というよりも、先ほどの高橋先生のご指摘にあわせて少し私の感想を申し上げますと、高橋先生の受益者負担についてのご指摘というのは視野が広いというのか深いというのか、先を見たものだと思います。ただ、狭い制度をつくる場合の受益者負担というのは、やはりもっと限定されているべきで、個別具体的に負担をする人がその利益との関係がどうだということがわかる制度を考慮した場合の受益者負担ないし即物的な受益者負担論と、もう少し広い視野の、場合によっては哲学的な意味を含んだような議論というのは、少し区別をしながら議論したほうがいいのかというふうに私は思っています。

　それとの関連で、高橋先生のお考えになっているいわゆる受益者負担というのは、表現はともかく、私は非常に共感します。特にご指摘になったようなことで、自助や共助というふうなこと、これをもっと大切にしようというのは、もうそのとおりだというふうに思います。では自助や共助というのは、その背後に受益という概念ないし哲学があるかというと、私は突き詰めるとないと思います。むしろ自発的に、自分のできることは自分でしましょうといったことや、やはり困っている人については、お上の手をわずらわせるよりも自分たちで何かしましょうなど、むしろ自発性やボランタリーな要素のほうが強いです。そうすると資料で言われるような受益とは性質が違うような気もするので、そのあたりの今おっしゃったような自助、共助という言い方と受益というのが連動するのかしないのかというのは、なお検討の余地があるような気がしました。

　私はそれこそ、どっちかというと法律なんかを中心とした制度を中心に考えるので、もしかしたらとんちんかんなことを申し上げているかもしれませんけども、最後は本当にごくごく感想ということです。

福島会長
　ありがとうございました。

　今のところで、１つは田中先生も、佐藤先生が言われましたけど、急増しているので喫緊の課題なのだけど、さらにお客さんに満足してリピートしていただく、さらに大阪の成長産業にしていくためにもという、二兎を追う形にしないと理屈が立たないでしょう。３年ぐらいやって終わりなのかと言われたとき、理屈が少しそういうふうに思えるので、僕も今、ふんふんと読んでいたのですけど、お２人から言われて、そう感じました。どうですかね、そういう感じにしていたほうがいいですよね。

高橋委員
　そうですね。

福島会長
　喫緊の課題であるけれども、顧客満足を高めてリピートしていただく、それをここにあるように大阪の成長産業にするのだと、だから一定の安定的な財源が要るのだと、そんなふうにしていただくと、皆さんのご意見が反映できるのではないかと思います。

また、プロモーションというのは、はっきり言ってものすごく幅広いですよね。ですので、一番初めの２本立てのところは、実は「戦略的プロモーション」という言葉を入れており、そこで戦略的に逃げているのです。８ページ目にあります大阪の観光振興にかかる取り組みについてです。これについては皆さんでいろいろ議論していただき、やはり２本柱、受入環境整備だけではなく、魅力づくりがありきだということで、ここは「及び戦略的なプロモーション」と書いています。何となく違うことをやろうとしているという雰囲気になっているのですが、中身はあまりまだ詰め切れてはないと思います。これは、表現の問題かと思います。多分プロモーションという受けとめ方は本当にピンキリだと思います。

　それから、都市間競争のところについて、都市間競争を勝ち抜くのは手段で、目的は勝ち抜いて大阪に来られたお客様に満足を与えることだと思います。税のところは、２人の専門家のご意見もありますので。

佐藤委員
　すみません、いいですか。今のお話とも関係するのですけど、観光客が増えることによって負に思っている、負担というかあまりよく思っていない人もたくさん府民にはいらっしゃるということですよね。やはりその辺をいかに意識してこういうものをつくるかというのはすごく大事で、勝てばいいという話では全然ないと思います。言葉遣いが全体に表れてくるのだと思いますが、府民の利益というところよりは、産業としての観光というふうになってるので、その辺をどういうふうに意識するかということだと思います。

　実際、最近も西成の小学校の話を聞いていましたら、西成の簡易宿泊所に外国人を訪ねて行って、西成は実はすごいところで、簡易宿泊所はいいところだったというような、そういう印象を持ったりすることもあります。いろんなところでそういうお客様が来てくださることによって、自分たちのアイデンティティーが高まっているということがあるのだと思います。

　何かそういう、府民にとってよかったと思えるようなことが必要で、子供たちが親に言っているのです。行ったらすごくおもしろかった、みんなここはいいところだと言っていたというようなことを。もしかしたらあそこに泊まっている人はバックパッカーで、お金はおとさないかもしれませんが、近くにいる府民にとってそれは非常にプラスだと思います。地味ですが、そういうことをいかにやっていくかというようなところも忘れてはいけないのではないかというふうに思います。

福島会長
　まさに草の根の国際交流ですね。

佐藤委員
　そうなのです。起こっているのですよ、もう既に。

福島会長
　誰がやらなくてもやっているのですよね。

佐藤委員
　そうなのです。西成に外国の人が泊まっているので、地域をみんなで発見しましょうと学校の授業で先生が連れて行って、そこで外国の人に聞いているのです。なかなかいい事例だと思ったので、そういうことが今のままでも起こるような、そういう仕掛けをぜひお願いします。

福島会長
　ほか、よろしゅうございますか。

　あと、今日の話でいきますと、さきほどもたまたま出ましたこの魅力づくりや戦略的プロモーションということを、少し概念だけであまり議論をしておらず、フレームワークづくりだけでしたので、次回は、そのあたりももう少ししたいと思います。まさに皆さん方よりイベントだけではないのかというご指摘もありましたので、次回のところで議論をできるように、準備をお願いしたいと思います。

　それから、これは僕の個人的意見なのですが、まだこれからずっとプロセスがあるので、こういう一定の財源ができるのかどうか、未定の中でやるのもいかがとは思いますが、では何をするのだろうかと思っています。事例としては大体16億規模程度のもののイメージを出していただいていますけれども、せっかくするのであれば大阪初というものが何か要るのではないかと思います。何かそういうものを、あまり縛られない形で、フリーディスカッションのようなものでも次回か次々回ぐらいにできればと思います。よそがやっているのもしますが、何かせっかくやるのであれば大阪独自のそういうものができるかどうかわかりませんが、大分事務局がいろいろ考えていただいているようなので、そういうのも少し、次回させていただきたいと思います。大河内さん、横向かないで。フリーディスカッションレベルでそれはいいと思いますので、そんなものもできればというふうに思っております。ひとつまたよろしくお願いしたいと思います。

　ほか、ご意見ないようでしたら、今日幾つか先生方のご意見もいただきましたので、そのあたりのコンセプト、表現、文言等々につきましては、１回事務局のほうで修正、調整いたしますので、それにつきましては私のほうにご一任いただければと思います。よろしゅうございますか。

　
　（異議なし）
福島会長
では、そのようにさせていただきたいと思っております。

　また、修正した中間とりまとめ（案）につきましては後日事務局から皆さん方にメールをさせていただきますが、それをご覧いただければと思います。

　では、前回は30分遅れましたので、２回分でちょうどプラマイゼロということで、大変早く終わりました。本当にありがとうございます。

　この会合は、非常にタイトな日程の中で、今日を入れて５回目ということで、本当にご参加いただきましてありがとうございました。今日も皆さん方の意見をいただきましたので、それを含めて中間とりまとめ（案）をフィックスしていきたいと思っております。

　私、座長もいろいろ不手際がありましたけれども、皆さんに助けていただきまして、まずは中間段階として皆さん方に御礼申し上げます。どうもありがとうございました。

　では、最後に事務局のほうにお返しをしたいと思いますので、よろしくお願いします。

司　会
　どうもありがとうございました。

　これで本日予定いたしておりました議事は全て終了いたしました。

　福島会長を初め、委員の皆様方には長時間にわたり貴重なお時間をいただきましたことを厚く御礼申し上げます。

　それでは、会議の閉会にあたりまして、府民文化部の岡本都市魅力創造局長より一言ご挨拶を申し上げます。

事務局：岡本局長　　
本日はありがとうございました。

　先ほど福島会長が申されたとおり、５月８日の第１回の検討会議以来、皆様にはもう５回にわたり熱心に議論をしていただきました。本日、この中間とりまとめを行っていただいたことに感謝申し上げます。先ほど会長が言われたように、熱心な議論で時間オーバーしましたり、前回は事業関係者のヒアリングということで、いろいろな厳しい意見も聞いていただきました。

　なお、今後の予定につきましては、今月下旬から本日議論いただいた中間とりまとめをもとに、パブリックコメントを実施いたします。そして、府民や観光客の方からご意見をいただきます。それから、29日から府議会が開催されますので、議会の中においてもこの中間とりまとめ（案）につきまして議論をいただく予定でございます。

　その後、11月を目途に第６回の検討会議の開催をお願いいたしまして、パブリックコメントの結果、あるいは我々の議会での議論を踏まえましてご議論いただくとともに、さらに本日の中でも議論がございましたいわゆる大阪の魅力づくり、戦略的なプロモーションの推進ということを議論していただき、最終報告に向けて進めてまいりたいと思っております。

　そして、12月には最終のとりまとめ（案）を議論していただければと考えておりますので、よろしくお願い申し上げます。
　事務局といたしましても、引き続き鋭意取り組んでまいりますので、福島会長初め、委員の皆様方にも引き続きご議論をよろしくお願い申し上げます。本当にありがとうございました。

福島会長
　先生、皆さん、ありがとうございました。ただ、もうちょっとございます。今日は中間とりまとめということで。

司　会

　以上をもちまして、本日の検討会議を終了させていただきます。どうもありがとうございました。
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